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－「摩擦・対立」、「対話・協力」時代から「戦略的連携」時代へ－ 
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論  文       

 

要約 

日 EU（欧州連合）関係は 1990 年代前半までの「摩擦と対立」の時代、

1990 年代後半からの基本的価値を共有する「対話と協力」の時代、さら

に日 EU 関係が深化・拡大する「戦略的グローバル・パートナーシップ」

の構築を目指す時代へと移行しつつある。1991 年 7 月の日 EC（欧州共同

体、現在の EU）首脳によって採択された「ハーグ共同宣言」を受けて、

日 EU（EC）の首脳協議が毎年開催されるトップレベル対話の制度化のほ

か、さまざまなレベルの官民の対話・交流の多チャンネル化、規制改革対

話の開始などを通じて、日 EU の相互信頼が着実に高まった。 

1991 年の日 EU 定期首脳協議を開始して以来、ほぼ四半世紀を経て、日

EU 関係は拡大・深化してきたが、今 2 つの重要な協定交渉が同時並行し

て進められており、日 EU は新たな次元の互恵的関係への第一歩を踏み出

した。その 1 つが、本年末の合意を目指して、現在交渉中の「日 EU 経済

提携協定（日 EU・EPA）」であり、今後の日 EU 間の貿易・直接投資の均

衡がとれた拡大発展が期待されるものである。もう 1 つが、日 EU の経済・

貿易以外の政治外交などの分野のより包括的な枠組みとしての「日 EU 戦

略的パートナーシップ協定（SPA）」であり、いずれも「戦略的グローバル・

パートナーシップ」展開の基盤となるものである。 
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はじめに 

 

日EU関係は 1990年代前半までの

「摩擦と対立」の時代、1990 年代後

半からの基本的価値を共有する「対

話と協力」の時代を経て、2010 年代

に入ってからは、日 EU 関係が一段

の深化・拡大する「戦略的グローバ

ル・パートナーシップ」の構築を目

指す新次元の時代へと移行しつつあ

る。 

1991 年 7 月に日 EC（欧州共同体、

現在の EU）双方の首脳によって採

択された「日本と EC およびその加

盟国との関係に関するハーグ共同宣

言」は、自由、民主主義、法の支配

と人権の尊重、市場原理、自由貿易

の促進を謳い、双方が共通の関心を

有する政治、経済、科学、文化など

広範な分野での対話と協議、協力を

追求することを目的としたものであ

った（注 1）。この共同宣言を受けて、

日 EU 首脳協議が毎年 1 回開催され

るトップレベル対話が制度化された

ほか、さまざまなレベルの官民の対

話・交流の多チャンネル化、規制改

革対話の開始などを通じて、日 EU

の相互信頼が着実に高まった。 

1993 年 11 月、マーストリヒト条

約（EU 基本条約）の発効によって

EU が発足し、EU 統合プロセスは新

しいステージに入った。1995年 5月、

EU 理事会が新たに採択した対日政

策文書「欧州と日本：次のステップ」

は、EU の対日政策の指針となった（注

2）。1999 年 1 月からは EMU（経済・

通貨同盟）の実現、単一通貨ユーロ

の創出など、EU 側に劇的に大きな

動きがみられた中で、日 EU 間で、

「地球規模の諸課題の解決には、日

EU とのパートナーシップが国際的

に求められている」との認識が強ま

った（注 3）。 

2000 年 1 月、日本政府は「日欧協

力の新次元－ミレニアム・パートナ

ーシップを求めて」とのイニシアチ

ブを表明し、2001 年から 10 年間に

日 EU 関係を新しい時代に適合した

ものに高めることを提唱した。2000

年 7 月、日 EU は「日欧協力の 10 年」

宣言に合意し、2001 年 12 月、日 EU

首脳協議で、その後の 10 年間にわた

る、より緊密な日 EU 協力を目指す

宣言とそのための具体策を明記した

「日本・EU の協力のための行動計

画」を採択した（注 4）。 
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この「共通の未来の構築」と題さ

れた行動計画は、日 EU の政治的コ

ミットメントとして共同で実施し、

懸案の問題の解決を目指すことを表

明したものである。従来からの経

済・貿易分野に傾斜しがちなバイラ

テラルな関係から、マルチラテラル

な経済貿易問題や地球的課題への取

り組みなど、新たな時代に相応した

グローバルな協力を含む戦略的パー

トナーシップを構築することを意図

したものである。この行動計画は、

その後の日 EU 首脳協議において定

期的に調整され、適宜見直されるこ

とになった。 

2009 年 12 月にリスボン条約（EU

基本条約）が発効する中で、2011 年

5 月の日 EU 首脳協議において日本

と EU 関係に相応した次元に高める

ための方途として、「政治、グローバ

ル、その他の分野別協力を包括的に

対象とし、拘束力を持つ協定」およ

び 経 済 連 携 ・ 自 由 貿 易 協 定

（EPA/FTA）について同時並行した

協議交渉のためのプロセスを開始す

ることで合意した。現在、新次元の

戦略的グローバル・パートナーシッ

プ関係の構築を目指して、「日 EU 戦

略的パートナー協定（SPA）」および

「日 EU 経済連携協定（日 EU・EPA）」

交渉が同時並行的に、2015 年中の合

意に向けて継続中である。 

 

１．外交関係の変遷 

 

日 EU（EC）関係の推移は、概ね

表 1 の通りである。日本と EU（EC）

との外交関係が樹立されたのは、

EEC（欧州経済共同体）が発足した

翌年の 1959 年 10 月のことであり、

きわめて早い時期であった。この時、

駐ベルギー日本大使が EEC、ECSC

（欧州石炭鉄鋼共同体）、EAEC（欧

州原子力共同体；ユーラトム）の 3

共同体機関の日本政府代表に任命さ

れた。 

EC がローマ条約（EC 基本条約）で

規定された過渡的期間を 1969 年末に

終了し、1970 年以降、EC の共通通商

政策と対外通商交渉権限がEC 委員会

（現在の欧州委員会）に移管された。

これに伴って、日本との包括的な貿易

協定締結交渉が開始されたが、日本製

品に対するEC の共通緊急輸入制限制

度（セーフガード）の導入について日

本側が強く反対したため、交渉は合意
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に至らず、日 EC 間には現在に至るも

包括的貿易協定は存在しない（注 5）。こ

の間、1974 年 7 月には、アジアで初

の EC 委員会代表部（現在の駐日欧州

連合代表部、大使館に相当）が東京に

開設された。また、日本側も 1979 年

1 月、ブリュッセルに EC 日本政府代

表部を設置、外交関係の深化、拡大に

取り組んできた。 

1980 年代前半を通じて、日 EC 間

の貿易不均衡（日本側の一方的な大

幅な黒字）がいよいよ拡大したこと

と、この不均衡が次第に長期化し、

構造化していったことから、EC 側は

いわゆる「日本問題（ジャパン・プ

ロブレム）」を提起した。EC 外相理

事会が 1985 年 6 月、1986 年 3 月と 2

度にわたり不均衡是正についての

「対日宣言」を採択し、EC 側の対日

要求を即時実施するよう迫った。さ

らに、1987 年 5 月の EC 外相理事会

は、日 EC 間の貿易不均衡問題に進

展がみられないとの強い懸念を表明、

日本側は国内市場開放に向けた対応

に追われた。 

1990 年代に入って、1991 年 7 月に

採択された「日本と EC およびその

加盟国との関係に関するハーグ共同

宣言」を契機に、ポスト冷戦時代の

新たな日 EU（EC）関係の模索が開

始された。ハーグ宣言を受けて、日

EU（EC）首脳協議が定期化（毎年 1

回）されたこと、また、1994 年 5 月

から規制改革対話が開始された。 

1994 年 7 月、欧州委員会は、初の

包括的な対アジア戦略文書「新アジ

ア戦略に向けて」（注 6）を発表して以

後、EU のアジア重視の姿勢が一段

と鮮明化、現在、アジアとの関係強

化が EU の対外政策の優先項目の一

つと位置付けられている。事実、1996

年 3 月、EU は ASEM（アジア欧州

会合）首脳会議の開始など、多角的

レベルでのアジアとの政治対話や経

済協力など関係強化に積極的に取り

組んできた（注 7）。 

さらに、1995 年 3 月、欧州委員会

は対日政策文書「欧州と日本：次の

ステップ」を発表、「EU と日本は多

くの共通点を持ち、安定した多角的

経済システムとグローバルな安全保

障の維持に主要な利益を共有してい

ること」などを指摘し、日本が EU

にとっての重要なグローバル・パー

トナーであるとの位置付けを行って

いるなど、EU の対日政策の指針と 
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表１ 日 EU（EC）関係の推移 

時期 主要事項 

1959年10月 駐ベルギー日本大使、3 共同体機関の日本政府代表に任命 

1974年 7月 

 

駐日 EC 委員会代表部設置（2009 年から駐日欧州連合代表部

に変更） 

1979年 1月 EC 日本政府代表部設置（1996 年から欧州連合日本政府代表） 

1983年 9月 日 EC トロイカ外相協議発足（2010 年から日 EU 外相協議）

1984年 5月 日 EC 閣僚協議発足 

1985年 6月 EC 外相理事会、対日宣言採択（1986 年 3 月、2 回目の対日宣

言） 

1991年 7月 「日本と EC およびその加盟国との関係に関するハーグ共同

宣言」調印 

 日 EC 定期首脳協議発足（1995 年から日 EU 首脳協議） 

1993年11月 マーストリヒト条約発効、EU 発足 

1994年 5月 日 EU 規制改革対話発足 

1994年 7月 欧州委員会「新アジア戦略に向けて」発表 

1995年 3月 欧州委員会「欧州と日本：次のステップ」発表 

1996年 3月 アジア欧州会合（ASEM）首脳会議発足 

1999年 1月 単一通貨「ユーロ」誕生 

1999年10月 日 EU ビジネス・ラウンドテーブル発足 

2000年 7月 「日本・EU 協力の 10 年」宣言に合意 

2001年 3月 対日輸出促進策 EXPROM（Gateway to Japan）設置 

2001年 4月 日 EU 相互承認協定（MRA）調印 

2001年12月 日 EU 首脳「日本・EU の協力のための行動計画」採択 

2004年 7月 対日投資促進策「Invest Japan」設置 

2006年 6月 対日直接投資加速プログラム策定 

2006年10月 欧州委員会「世界で競争するグローバル欧州」発表 

2008年10月 

 

欧州委員会「グローバル欧州―グローバル経済における EU

のパフォーマンス」発表 

2010年 4月 日 EU 外相協議発足（日 EU トロイカ外相協議終了） 

2010年11月 欧州委員会「貿易、成長、世界情勢」発表 

2012年 7月 欧州委員会「成長の外部要因―EU の主要経済パートナーとの

貿易・投資関係の進捗報告」発表 

2013年 4月 日 EU 首脳、SPA・EPA/FTA 交渉開始決定 

2013年 6月 SPA・EPA/FTA 交渉開始 

2015年末 SPA・EPA/FTA 交渉合意（予定） 

（出所）筆者作成。 
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なった（注 8）。また、これを契機に、

日 EU 関係は 1990 年代前半までの

「摩擦と対立」の時代から、共通の

価値観を有する「対話と協調」の時

代へと向かうこととなった（注 9）。 

今後の「戦略的連携」展開の基盤

となる日 EU 戦略的パートナーシッ

プ協定（SPA）については、日 EC

ハーグ共同宣言（1991 年）および日

EU 行動計画（2001 年実施、2010 年

終了）の基本的目的を踏まえて、①

自由、人権、民主主義、法の支配と

いった日 EU 間の基本的価値および

原則の確認、②日 EU 関係の強化、

世界および地域の平和、安定および

繁栄の達成などを目的として、日 EU

間の一般的な協力方針の規定、③日

EU 間の協力の進捗をレビューし、

協力を推進する方途を探求するため

の協議メカニズムの設置を、SPA 協

定の内容に盛り込む方向で日 EU 間

交渉が進められているところである

（注 10）。もう一つの日 EU 経済連携協

定（日 EU・EPA）交渉は、日 EU 首

脳合意に基づいて2013年4月に開始

されたが、EU は、昨年 6 月に交渉

開始後 1 年間のレビューを行い、交

渉継続を決定した。現在、日 EU・

EPA 交渉は第 2 段階に入っており、

本年末の合意を目指して、集中的、

かつ厳しい議論が展開されている。 

 

２．日 EU 間の協議・対話の制度

的枠組み 

 

日 EU 間の経済関係の深化・拡大

にともなって、日 EU（EC）議員会

議（1978 年発足）、日 EU（EC）ト

ロイカ外相協議（1983 年～2009 年、

2010 年から日 EU 外相協議）、日 EU

（EC）閣僚協議（1984 年発足）、日

EU（EC）定期首脳協議（1991 年発

足）、日 EU 規制改革対話（1994 年

発足）、民間レベルの日 EU ビジネ

ス・ラウンドテーブル（1999 年発足）

など様々なレベルの官民対話・協議

の場が設置されて今日に至っている

（図 1）。 

以下では 3 つの主要な日 EU 協

議・対話について取り上げる。 

まず、1991 年 7 月発足した日 EU

（EC）定期首脳協議は、毎年 1 回、

東京、ブリュッセルで交互に開催さ

れている。定期首脳協議の目的は、

1991 年のハーグ共同宣言に明記さ

れているように、双方が共通の関心 
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を有する政治、経済、科学、文化そ

の他の主要な国際的な問題に関して、

双方の首脳が相互に通報し、協議す

るよう、確固たる努力を行うことで

ある。また、双方は、適切な場合に

は、いつでも、立場の調整に努める

としている。日 EU（EC）首脳レベ

ルの既存の対話のチャネルが十分に

機能していなかったことが、首脳協

議の定例化を促した最大の理由であ

る。 

次に、1994 年 5 月に開始された規

制改革対話は、日 EU 間の貿易およ

び投資交流に関するビジネス環境の

改善および規制改革促進を目的とし

て、双方で相手方に対する規制改革

提案書を毎年交換している。規制改

革対話は、高級事務レベル協議で双

務的な観点から話し合う場を提供す

るものであるとともに、提案された

課題に関する進捗状況を詳細に評価

し、また、最重要課題については、

問題解決のために重点的に協議する

仕組みになっている。欧州委員会が

1997 年 11 月に初めて、対日規制改

革要望リストを日本政府に提出して

以来、日 EU 規制改革協議の場に追

加的な要望リストを提出している。 

ちなみに、2010 年 2 月の高級事務

レベル協議では、EU 側から提出さ

図１ 日 EU の主要な対話の枠組み 

（出所）筆者が作成 

日ＥＵ定期首脳協議

（年１回）

日ＥＵ外相協議

（政治外交、年２回）

日ＥＵ政務局長協議

（年２回）

日ＥＵ閣僚協議
日ＥＵハイレベル協議

（経済、年１回）

日ＥＵ規制改革対話

（年１回）

日ＥＵ経済協議

日ＥＵ環境協議

日ＥＵ財政金融協議

日ＥＵ貿易協議ほか
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れた投資関連規制、政府調達、金融

サービス、郵政事業、航空輸送、自

動車、医療・化粧品、食品安全・農

産品などの対日要望リスト（注 11）、日

本側から提出された EU 域内投資環

境（商法・商慣行、滞在労働許可書、

雇用・社会保障など）、規格・基準認

証、貿易・関税、環境規制、情報・

知的財産権、情報通信技術、金融サ

ービス、税制、検疫・食品安全、医

療・医薬品などの対 EU 要望リスト

が議論されている（注 12）。 

また、民間レベルの日 EU 間の対

話のチャネルも重要である。1999 年

10 月発足した日 EU ビジネス・ラウ

ンドテーブル（EJBRT）について簡

単に言及しておこう。EJBRT は、日

EU の主要企業の CEO（最高経営責

任者）や経営幹部などトップマネジ

メントで構成されており、日 EU 間

のビジネス協力に寄与することを目

的に、日本政府および欧州委員会へ

の政策提言を行うための議論の場で

ある。年 1 回開催される年次総会で

は、日 EU 間の経済、貿易、投資な

どの分野の具体的な課題に絞って協

議し、日本政府および欧州委員会に

対して提言をおこない、両政府は過

去 1 年間進捗状況報告書（プログレ

スレポート）を提出することになっ

ている。2014 年 4 月には日 EU・EPA

交渉に関する提言書を提出している

（注 13）。 

 

３．日 EU 間の貿易・直接投資の

実態 

 

（1）概況 

EU は日本にとって米国と並んで、

多くの基本的価値を共有する国際社

会の一極を構成する重要なグローバ

ル・パートナーである。EU（28 カ

国）は世界の名目 GDP（国内総生産、

2013 年、IMF 統計）の 23.5％、17

兆 5,121 億ドル、世界貿易（輸出入

合計、IMF 統計）の 31.5％、11 兆 7,200

億ドル、世界の海外直接投資残高（対

外・対内合計、UNCTAD 統計）の

37.1％、19 兆 2,000 億ドルを占める

大きな経済規模である。また、日本

とEUを合わせた名目GDPは世界の

30.1％、22 兆 4,106 億ドル、貿易規

模（輸出入合計）は、世界貿易の

35.7％、13 兆 2,830 億ドル、海外直

接投資残高は、世界の海外直接投資

残高の 39.3％、20 兆 3,640 億ドルの
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規模に上るほどの大きな地位を占め

ている。 

このように、日 EU 経済が世界経

済に占める地位はきわめて重要であ

ることが理解できるが、それでは、

日 EU 間の貿易・直接投資の実態は

どのように位置付けられるのだろう

か。 

日 EU・EPA の重要性は、例えば、

その他の 3 つのメガ FTA である

TTIP（環大西洋貿易投資連携協定）、

TPP（環太平洋戦略的経済連携協定）、

RCEP（東アジア地域包括的経済連携

協定）と比較した場合、人口では、

最下位であるものの、GDP 規模では

TTIP、TPP に次いで第 3 位、貿易規

模では、TTIP に次いで第 2 位という

位置付けからも説明できる。 

このような日EU双方にとって重要

なグローバル・パートナーであるにも

拘らず、経済連携が不十分な状況に置

かれているため、日 EU 関係が貿易・

投資面でそれぞれの潜在力を充分に

発揮できていない状況下にある。 

事実、日 EU 間の貿易規模は、往

復で 1,502 億ドル（2013 年、財務省

統計）に上り、EU は日本にとって、

中国、米国に次いで第 3 位、日本は

EU にとって第 6 位の域外貿易相手

国・地域（2013 年、EUROSTAT 統計）

であるものの、日本の貿易総額に占

める EU のシェアは 9.6％、EU 域外

貿易総額に占める日本のシェアは

3.2％にとどまっている。また、日本

の海外直接投資総額（対外・対内合

計額、残高ベース、2013 年、財務省

統計）に占めるEUのシェアは 25.4％

に対して、EU の域外直接投資総額

（2013 年、EUROSTAT 統計）に占め

る日本のシェアは 3.4％ときわめて

低い水準にとどまっている。 

日 EU・EPA によって、関税撤廃

や投資ルールの整備などを通じて日

EU 間の貿易投資が活発化し、雇用

創出、企業の競争力強化などが進め

ば、日 EU それぞれの経済活動を大

いに刺激し、より高い成長が期待で

きよう。 

また、中国、インド、ASEAN な

どの新興国や後発国が台頭するグロ

ーバル経済において、日本はアジア

太平洋経済圏のハブであり、EU は

大西洋経済圏のハブであることから、

メガ FTA の 1 つである日 EU・EPA

が実現すれば、EPA/FTA による更な

る経済成長を通して、2 つの経済圏、
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ひいては、世界経済の安定的成長に

おおいに貢献することができるであ

ろうし、グローバルな貿易・投資ル

ール作り（規制の調和、政府調達、

知的財産権、環境、労働など）先導

役を担うことも、WTO ドーハ・ラウ

ンドを補完することもできるのであ

る。 

 

（2）貿易構造の特徴 

日 EU 間の商品貿易の特徴として、

まず第１に、1960 年代の早い時期か

ら日本側の貿易黒字が 2010 年代初

めまで、一方的に継続してきたこと

である。しかも、この黒字幅が大幅

に拡大するという構造的な傾向にあ

った。これが日 EU の「摩擦と対立」

の時代の元凶となった（表 2）。しか

しながら、最近 3 カ年の貿易収支構

造が大きく変化し、日本の貿易収支

尻が赤字に転化するという、約 50

年ぶりの大きな貿易構造の転換点と

して特筆できる画期的な動向である

（表 3）。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表２ 日本の対 EU 貿易の推移（1960～2010 年） 

（単位：億ドル） 

 1960 年 1970 年 1980 年 1990 年 2000 年 2010 年

輸出金額 

輸入金額 

1.7

2.1

13.0

7.4

167.0 

78.0 

535.2

350.3

803.1

475.9

867.3 

661.9 

収支バランス ▲0.4 5.6 89.0 184.9 327.2 205.4 

（出所）財務省貿易統計、ジェトロ貿易統計から作成。 

 

表３ 最近 5 年間の日本の対 EU 貿易 

（単位：億ドル） 

 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 

輸出金額 867.3 954.1 817.4 721.7 720.8 

輸入金額 661.9 802.9 835.2 789.9 776.4 

収支バランス 205.4 151.2 ▲17.8 ▲68.2 ▲55.6 

（出所）表 2 と同じ。 
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第 2 に、日本の対 EU 貿易比率（シ

ェア）について輸出シェアが 10％台、

輸入シェアが 9％台の水準で安定的

に推移しているものの（表 4）、貿易

額は低迷しており（表 3）、前述した

ように、日 EU の経済規模、貿易規

模などから考えて、更なる拡大・発

展の余地はあろう。日 EU・EPA 交

渉の早期合意が期待される所以であ

る。 

第 3 に、日本側の輸出商品構造は、

資本財・耐久消費財に極度に集中化

（70.1％、2013 年）していることで

ある。とくに、乗用車・同部品、原

動機、コンピュータ部品、映像機器、

科学光学機器、半導体など高度先端

技術集約的・高付加価値製品が主流

である。 

他方、日本側の輸入商品構造は乗

用車・同部品、科学光学機器、原動

機など資本財・耐久消費財のシェア

がかなり高いももの（38.6％）、医薬

品 、 有 機 化 合 物 な ど 化 学 製 品

（27.0％）、食料品（11.3％）の比率

も大きく、輸出商品構造ほど高度に

集中化していないが、日 EU 間での

産業内貿易が進んでいることは確か

である。 

第 4 に、日 EU の輸出入品目の有

税・無税の構成比が大きく相異する

ことである（表 5）。農産品・加工食

品・飲料など一部の EU からの輸入

品に対して、日本が高関税を適用し

ているものの、全般的に日本,EU と

もに関税水準は低い。WTO 協定税率

（MFN 税率）は、平均で日本 5.1％、

EU5.2％となっている。現在進行中

の日 EU・EPA 交渉の中で、日本側

の最大の目標は、対 EU 輸出の約

65％が有税となっている鉱工業品な

どの高関税の撤廃・引き下げ（例：

自動車 10％、電子機器 14％など）に

よって EU 市場における日本製品の

競争条件を改善することである。 

表４ 日本の対 EU 貿易比率 

（単位：％） 

 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 

輸出 11.3 11.6 10.2 10.0 10.4 

輸入 9.6 9.4 9.4 9.4 9.5 

（出所）表 2 と同じ 
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一方、EU の対日輸出額の約 70％

が非課税となっており、EU にとっ

て関税撤廃の恩恵は小さい。EU 側

の主たる関心事項は、自動車、食品、

加工食品、医療機器、医薬品などの

分野における非関税措置（NTM）の

撤廃・軽減や、政府調達分野（鉄道

など）への EU 企業の参入拡大など

である。 

 

（3）直接投資構造の特徴 

日EU間の直接投資の実態について

みてみると（表 6、表 7）、日本の対外

直接投資残高に占める対EU直接投資

残高のシェアは 23.2％（2013 年、財務

省統計）で、米国の 29.7％に次いで第

2 位、日本の対内直接投資残高に占め

る EU のシェアは 40.1％と、2007 年以

降（2009 年を除く）第 1 位の地位を

維持している。第 2 位の米国のシェア

は 30.7％となっている。 

他方、EU 側からみると、EU の対

外直接投資残高に占める日本のシェ

アは 1.4％（2012 年、EUROSTAT 統

計）となっており、第 1 位の米国向

け直接投資残高のシェアの 13.3％と

表５ 日本の対 EU 輸出入品目の有税・無税の構成比(2011 年） 

日本の対 EU 輸出（7 兆 4,236 億円） 日本の対 EU 輸入（6 兆 3,563 億円） 

自動車 18.3％ 電 気 機 械

9.1％ 

化学工業製

品 12.5％ 

繊維衣料製

品 2.4％ 

一 般 機 械

17.1％ 

精 密 機 器

4.2％ 

農 林 産 品

8.2％ 

その他 3.2％ 

有税 

64.8％ 

化学工業製品

10.3％ 

その他 5.8％

有税 

29.3％ 

皮革・履物

3.0％ 

 

一 般 機 械

10.3％ 

化学工業製品

4.3％ 

化学工業製

品・医療用品

20.6％ 

農林水産品

6.1％ 

電 気 機 械

10.2％ 

その他 5.1％ 自 動 車

11.3％ 

電 気 機 械

5.4％ 

無税 

34.5％ 

精 密 機 械

4.6％ 

 一 般 機 械

10.6％ 

その他 9.0％ 

不明 

0.7％ 

 

無税 

70.7％ 

精 密 機 械

7.9％ 

 

（出所）毎日新聞（2012.11.30）から作成。 
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比べても大きな開きがある。また、

EU の対内直接投資残高に占める日

本のシェアは 0.7％と、第 1 位の対米

シェア 11.9％と比較しても相当の開

きがある。いずれにしても日 EU 間

の直接投資増大の余地は、とくに EU

の対日投資の分野で充分に可能性が

あるものとみられることである。 

次に、日 EU 間の最近 5 年間の直

接投資のいくつかの特徴について述

べると、第 1 に、日本の対 EU 直接

投資額は毎年の金額（フロー）、投資

残高（ストック）ともに、EU 対内

直接投資額を大幅に上回っているこ

とである。 

第 2 に、日本の対 EU 直接投資額

（対外・対内いずれも、ネット・フ

ロー）が増加傾向を示しており、い

まや米国と肩を並べるほどの重要な

投資交流パートナーとなっているこ

とである。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表６ 日本の対外直接投資(EU,米国、世界) 

(国際収支ベース、ネット・フロー、億ドル、構成比：％）       

 2009 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2013 年末残高合

計・構成比 

欧州 178.3 150.4 398.4 310.2 322.3 2,730.4 24.4 

EU 170.4 83.6 360.5 290.2 310.0 2,591.5 23.2 

ドイツ 20.9 ▲3.2 21.7 18.0 26.5 170.7 1.5 

英国 21.3 46.2 141.3 118.8 133.2 667.4 6.0 

フランス 11.6 5.5 1.2 22.9 ▲2.4 179.7 1.6 

オランダ 67.0 32.9 53.5 86.4 86.4 964.5 8.6 

ベルギー 4.2 ▲1.7 ▲1.7 5.0 26.8 194.9 1.7 

ルクセンブルク 32.8 ▲1.1 3.3 ▲0.7 9.2 74.9 0.7 

米国 106.6 91.9 147.3 318.0 437.0 3,314.4 29.7 

全世界 746.5 572.2 1,088.1 1,223.6 1,350.5 11,173.7 100.0 

（出所）財務省、日本銀行、ジェトロの統計から作成。 
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第 3 に、やや視点を変えて、日 EU

の海外直接投資の特徴を比較してみ

ると、EU の対外直接投資規模と対

内直接投資規模が 1 国の経済規模を

示すと考えられる GDP（国内総生

産）に対して大きな割合を占めてい

るのに対して、日本の割合が非常に

小さいことである。 

表 8 は、日本、EU、米国、世界の

4 つの国・地域の 2000 年、2010 年、

2013年の中期の 3つの時期の対外直

接投資残高の対 GDP 比を比較した

ものである。まず、EU の 2000 年、

2010 年、2013 年の対外直接投資残高

の対 GDP 比はそれぞれ 41.2％、

57.0％、61.1％ときわめて高い割合に

達している。また、対内直接投資残

高の対 GDP 比もそれぞれ 27.6％、

44.7％、49.4％とかなりの高水準であ

る。 

さらに、EU 主要 3 カ国をみてみ

ると、フランス、英国の海外直接投

資の規模が自国の経済規模と比べて

非常に大きいが、ドイツが EU 平均

を下回っていることも注目されよう。

EU 各国は市場統合、通貨統合など

を通じて自国の経済開放度を高めつ

つ（もっとも、英国はユーロに参加

していないが）、相互依存度を深化さ

せてきたが、海外直接投資の面で EU

投資主要国間に格差が生じているこ

とがわかる。 

表７ 日本の対内直接投資(EU,米国、世界） 

(国際収支ベース、ネット・フロー、億ドル、構成比：％）    

 2009年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2013 年末残高累

計・構成比 

欧州 82.1 2.0 12.0 8.9 10.6 789.5 46.3 

EU 92.1 1.3 45.4 ▲30.1 14.1 684.6 40.1 

ドイツ 3.9 22.1 0.2 4.5 0.1 64.4 3.8 

英国 56.3 48.2 17.9 12.1 6.2 131.2 7.7 

フランス 3.7 11.3 34.4 ▲4.6 ▲6.5 142.5 8.4 

オランダ 25.8 ▲77.3 0 ▲4.4 5.4 276.6 16.2 

ルクセンブルク 5.4 3.8 ▲4.1 ▲44.3 12.8 33.7 2.0 

スウェーデン ▲1.0 0.1 ▲2.6 ▲0.6 5.1 12.9 0.8 

米国 18.3 29.6 ▲32.0 ▲1.1 13.8 524.0 30.7 

全世界 118.4 ▲13.6 ▲17.0 17.6 23.6 1,706.0 100.0 

（出所）表 6 と同じ。 
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他方、日本の対外直接投資の対

GDP 比が 2000 年 5.9％、2010 年

15.1％、2013 年 20.3％と年を追って

上昇してきているが、世界的にもま

だ相当に低い水準に止まっている。

他方、対内直接投資の対 GDP 比がそ

れぞれ 1.1％、3.9％、3.5％と、世界

的にみても異常に低い水準であるこ

とが明白である。換言すれば、日本

の外国企業の受け入れ余地がまだま

だ大きいことの証左でもある。 

なお、経済産業省の調査によると、

EU に進出している日本企業の現地

法人数（金融・保険業、不動産業を

除く）は 2013 年 3 月現在、2,623 社

で、在外日系企業総数 23,351 社の

11.2％を占めている。このうち、非

製造業 1,820 社、製造業 803 社で、

非製造業の比率の方が圧倒的に高い。

業種別では卸・小売業が最も多く、

次いでサービス業、輸送機械、化学・

医薬、運輸業、情報通信機械などの

分野である。進出国別でみると、英

国 626 社を筆頭に、ドイツ 560 社、

オランダ 355 社、フランス 284 社な

ど西欧地域に加えて、チェコ 72 社、

ポーランド 65 社など中・東欧地域へ

の日系企業の進出も盛んである。ち

なみに、最も日系企業数が多いのが

在中国で 7,700 社、次いで在米で

2,974 社となっている（注 14）。また、

別の経済産業省の調査によると、日

表８ 日本・EU の海外直接投資残高(ストック)対 GDP 比 

（2000 年、2010 年、2013 年） 

 世界 EU ドイツ フランス 英国 米国 日本

対外直接投資

残高（ストッ

ク）対GDP比

（％） 

24.6

33.3

35.7

41.2

57.0

61.1

28.7

44.3

47.0

69.7

59.0

59.8

61.8

71.3

74.3

26.0

31.9

37.8

5.9 

15.1 

20.3 

対内直接投資

残高（ストッ

ク）対GDP比

（％） 

22.9

31.7

34.3

27.6

44.7

49.4

14.4

21.7

23.4

29.4

38.5

39.5

31.0

49.5

63.3

26.9

22.7

29.4

1.1 

3.9 

3.5 

（注）上段値：2000 年、中段値：2010 年、下段値：2013 年 

（資料）UNCTAD：World Investment Report2014 からジェトロ作成。 

（出所）ジェトロ・ウェブサイト資料から作成。 
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本に進出している外資系企業は、

2013 年 3 月現在、2,976 社で、この

うち欧州系企業は 1,313 社と全体

44.1％を占めており、米国系企業 825

社、27.7％を大きく上回っている。

これら企業が日本で事業展開する上

での阻害要因として、第 1 に、「ビジ

ネスコスト（人件費、税負担など）

の高さ」を挙げており、次いで、「日

本市場の閉鎖性、特殊性」を指摘す

る外資系企業が多い（注 15）。 

EU からの対日直接投資促進につ

いては、2004 年 6 月に開催された日

EU 定期首脳協議で「日本・EU の双

方向投資促進のための協力の枠組

み」が合意され、2004 年 7 月、ジェ

トロ（日本貿易振興機構）に EU な

どからの外国企業の対日直接投資に

関するワン・ストップ・ショップ・

サービスを提供する日本側窓口

「Invest Japan」が設置された。さら

に、2006 年 6 月から「対日直接投資

加速プログラム」が実施されている。

双方向の直接投資は、とくに新技術

や経営ノウハウの導入により日 EU

経済を活性化し、雇用機会を創出し、

双方に大きな利益をもたらすことが

大いに期待される。 

むすび 

 

WTO ドーハ・ラウンド交渉が停滞

する中で、EPA/FTA の動きがアジア

太平洋地域を中心に活発化してきて

いる。EU は 2000 年代半ば以降アジ

アに対する FTA 戦略を積極的に取

り組んできたものの（注 16）、アジアの

国・地域との間で EPA/FTA を締結で

きたのは、韓国（2011 年から暫定適

用）、シンガポール（2013 年）の 2

カ国に過ぎない。また、交渉継続中

は、インド、ベトナム、マレーシア、

タイ、日本の 5 カ国に留まっている。

世界経済の成長センターであるアジ

ア地域との EPA/FTA では日本、米国、

中国の他の 3 大経済パワーとは明ら

かに遅れをとっている EU にとって、

日 EU・EPA は、アジアにおける FTA

戦略の巻き返しの好機とみなしてよ

いだろう（注 17）。 

事実、欧州委員会は「今後 20 年間

の経済成長はアジアに由来するであ

ろうから、日本を見逃すことは、EU

の通商戦略にとって由々しき間違い

となろう。そのうえ、農産・食品・

飲料、医薬品、化学品、情報通信技

術（ICT）、急行便などサービス産業
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など多くの欧州産業団体が交渉開始

に強い支持を表明している」と、日

EU・EPA の重要性を強調している。

EU 側の試算によると、日 EU・EPA

は、EU の GDP を 0.8％増、対日輸

出を 32.7％増、日本の対 EU 輸出を

23.5％増、EU の雇用を 42 万人増な

どの経済的効果をもたらすとみてい

る（注 18）。 

1991 年の日 EU 定期首脳協議を開

始して以来、ほぼ四半世紀を経て、

日 EU 関係は拡大・深化を遂げてき

たが、今 2 つの協定交渉が進められ

ており、新たな次元の互恵的関係へ

の第一歩を踏み出した。その 1 つが、

本年末の合意を目指して、現在交渉

中の日 EU 経済提携協定（日 EU・

EPA）であり、今後の日 EU 間の貿

易・直接投資の均衡がとれた拡大発

展を目指すものである。もう 1 つが、

日 EU の経済・貿易以外の政治外交

などの分野のより包括的な枠組みと

しての日 EU 戦略的パートナーシッ

プ協定（SPA）であり、いずれも今

後の日 EU の「戦略的グローバル・

パートナーシップ」展開の基盤をな

すものであり、早期の合意を強く望

みたい。 
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